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3  調査・検討の内容および実施項目 
3.1 高齢者の ICT 利活用に関する調査 

本節では、高齢者を取り巻く現状を踏まえ、高齢者のライフスタイルや社会参加の実

態と、そこでの ICT の利活用の状況等について、調査･分析を行った。 
 
3.1.1 概念整理 

本調査研究の前提として、IT 新改革戦略（平成 18 年 1 月 IT 戦略本部）に定めら

れた目標を踏まえておく必要がある。IT 新改革戦略では「ユニバーサルデザイン化さ

れた IT 社会の構築」が重点的な課題の一つとなっており、その中で、2010 年度まで

に、高齢者・障害者・外国人を含む誰もが身体的制約、知識、言語の壁を越えて、安

心して生活できるように、情報アクセス等のユニバーサル化を実現することを目標と

して掲げ、実現に向けた方策として、「2010 年までに、機器や端末等における表記、操

作方法の統一等の高齢者･障害者を含むすべての人の使いやすさに配慮した指針づく

りを進めるとともに、利用者が使いやすい製品を容易に選択できるような製品表示を

促進する」と明記されている。 
すなわち、本調査研究においても 2010 年度の社会で実現、実践できるような調査研

究成果を提示していく必要がある。そのためには、2010 年頃の高齢者を取り巻く社会

環境、高齢者のライフスタイル、ICT 機器・サービスの開発状況、これら ICT および

ユーザビリティに関する調査研究などを見据えた調査計画の検討が重要である。 
 

(1) 対象とする高齢者層の設定 
国連の人口統計では 60 歳以上を高齢者人口としており、我が国では統計上の老年人

口を 65歳以上とし 65歳～74歳を前期高齢者、75歳以上を後期高齢者と区分している。

したがって、一般に高齢者に関する調査研究では、65 歳以上を調査対象としたものが

多い。しかしながら本調査研究では、以下に示す理由から、今後の高齢者の ICT 機器

利活用拡大に寄与する世代として 55 歳以上 65 歳未満の年齢層についても調査対象に

含めるべきと考える。 
 
・2010 年度以降の社会を見据えて検討を行う必要があること 

2010 年度時点での高齢者層の実態を把握するため、現時点での 60 歳前後の世代ま

で調査対象に含めることが適当である。また、特に現在の 59 歳から 61 歳は「団塊

の世代」でもあり、人口に占める割合が大きい。 
 
・ICT の利活用の観点から、今後の高齢者の特性を把握する必要があること 
一般の高齢者に関する調査では、平均寿命や社会保障制度上の観点から高齢者を定

義しているが、本調査研究では、ICT の利活用状況の特徴を考慮して調査対象を設

定する必要がある。平成 17 年度通信利用動向調査では、「過去 1 年間のインターネ

ット利用経験の有無」について「利用経験が無い」と回答する割合は 40 歳代まで 10％
未満、50 歳代は 25％、60 歳以上 65 歳未満は 45％、65 歳以上 70 歳未満は 58％と
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年齢層が高くなるにつれて急増している。現役世代である 50 歳代では就労環境や日

常生活において ICT 機器に接する機会が多いことから、40 歳代と比較すると利用経

験が低いものの、60 歳代以上に比べると高くなっていると考えられる。今後、さら

に ICT 機器が普及することを想定すると、ICT 利用経験の少ない現在の高齢者像の

みならず、ICT 機器に親しんでいる将来の高齢者の予備軍として、55 歳以上の年齢

層についても調査を行いその特性を把握する必要がある。 
 
以上の現状を踏まえ、本調査研究では調査対象を 55 歳以上とし、各年齢層の特徴を

次のように整理する。 
 

年齢層 対象とする理由（想定される特徴） 

55 歳～59 歳 生活や就労環境の中で、日常的に ICT 機器を活用している世代。 

将来の高齢者像のモデルとなりうる。 

60 歳～64 歳 生活や就労場面で、ある程度 ICT 機器の利用経験や新技術利用に

対する意欲を持ち、利活用範囲の拡大が期待できる。 

65 歳～69 歳 退職後、再就職等の社会参加や余暇の充実を図ろうとする世代。こ

れまでの ICT 利用経験が豊富でなくても、ICT 利活用範囲の拡大

の可能性がある。 

70 歳～ 一般的な高齢者像であり、最新の ICT 機器との接点や利用経験が

少ない世代。生活の中で新たな ICT 機器や機能を取り入れるため

の配慮が求められる。 

 
(2) ユーザビリティ概念の整理 

高齢者の ICT 製品･サービスの利活用については、「使う必要がない」「操作が難しい」

というデータはあるものの、「なぜ使う必要がないと判断するのか（使ってみたいとい

う意欲が持てないのか）」「どこがどのように使いにくいのか」といったその背景にあ

る要因は明らかにされていない。一方で、今後の高齢者は「就労したい」「社会参加を

したい」という社会とのつながりを積極的に求める意識を持っているというデータも

あるが、「どのようなライフスタイルを望んでいるのか」「生活の文脈でどのように ICT
利活用が介在してくるのか」という具体的なイメージは明らかにされていない。 
これらを解決していくためには、必要なファクトデータを収集･分析した上で、行政、

メーカ、業界団体、研究機関が共有すべきビジョンを示し、施策として実現すべき具

体的な課題を示していくことが重要である。 
前述のとおり、高齢者の ICT 利活用の状況が停滞していることはすでにデータで示

されているが、こうした状況を変えていくためには、背景にある「高齢者の生活空間

（ユーザ像）－情報インタフェース（ICT 製品群）－ICT 利活用による情報社会（情

報空間）」を構造的に捉えた視座を明示して、目標となる共有概念を創造する必要があ

る。 
図 3.1-1 は、高齢者の ICT 利活用を取り巻く現状を模式的に示したものである。現
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状では、ICT 製品の利活用自体を不要と考えている高齢者群、ICT 製品の利活用に興

味はあるが操作等が難しく使えない高齢者群、ICT 製品を利活用しているが操作や機

能が限定されるため主体的には使いこなせない高齢者群が大勢を占めている。これに

は、高齢者と ICT 製品との接点にあるインタフェース上の問題に加えて、ICT 製品が

持つ魅力や ICT 製品によって拡がる世界が見えにくく、入り込めないことが遠因とな

っていると考えられる。 
 

 
図 3.1-1 高齢者の ICT 利活用を取り巻く現状 

 
 

情報空間

高齢者の生活空間

利活用は不要

ICT製品群

使えない

【情報世界へのインタフェース】
ICT製品の表面的な使いにく

さが利活用を阻害している。

使いこなせない

ICTの利活用自体を不必要と

感じている。

ICT製品の利活用は限定され

た機能にとどまっている

高齢者を誘引する機能が弱い
/備わっていない

ICT利活用によるメリットが

具体的なイメージとして示さ
れていない。
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図 3.1-2 は、現状の課題を解消した高齢者の ICT 利活用についての将来的なイメー

ジである。ここでの ICT 製品群は、高齢者と情報空間との単なる接点や入り口ではな

く、情報空間へと誘い（いざない）、案内する存在といえる。このように、高齢者のラ

イフスタイルと ICT 利活用による拡大した活動イメージを明確にすることで、その中

での ICT 製品の役割を見据え、今後の ICT 製品が具備すべきユーザビリティの要件を

抽出することができる。 
 

 
図 3.1-2 高齢者の ICT 利活用の将来的なイメージ 

 
このように、本調査研究における「ユーザビリティ」は、いわゆる「あるユーザが、

ある目的を達成しようとする場合の効果、効率、満足度」という定義よりも広く捉える

べきである。今後の ICT 製品に求められるユーザビリティとは、「あるユーザが、ある目

的を達成しようとする場合に、ICT 製品の利活用へと誘うとともに、利用の際に目的を

達成する手段を使いやすく提供し、ユーザの活動範囲を拡大し QOL を向上させるもの」

として、掲げることが望ましい。 
 
 
 
 
 
 

情報空間

高齢者の多様な
生活空間

･･･したい

ICT製品群

実現される
モノ・コト

新たなライフスタイル
（就労、社会参加）

･･･なりたい

【情報世界へのインタフェース】

高齢者をICT製品の利活用
へ“誘引”する

使いやすい（ ≒ユーザが情報を主
体的に利活用し、新たな生活を獲
得できる）ICT製品が具備すべき要
件の明確化

ICT製品の利活用によって
活動範囲が拡がる

高齢者のライフスタ
イルの明確化

高齢者のICT利活用
による活動イメージ
の明確化

【メーカ・研究機関】新
しい製品の実現、研究技
術テーマの推進

【行政】高齢者ICT利活用
の促進

【ユーザ】QOL向上、新
たなライフスタイルの実
現
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(3) 調査研究の方針 
上記の考え方を出発点として、本調査研究の具体的な目的、検討の方針、目指すべき

成果を以下のように設定した。 
 
調査研究の目的は１章に示したとおり、高齢者が使いやすい（高齢者にとってのユー

ザビリティに配慮した）ICT 製品・サービス等の普及・促進を行うことで、高齢者の

ICT 機器の利活用を促進し、高齢者の社会参加を拡大させて、より充実した豊かな生

活を実現することである。目標とする高齢者の ICT 利活用促進についての具体的なイ

メージとしては、第一には「これまでまったく使っていなかった人に使ってもらう（『0』
を『1』にする）」ということが挙げられる。また、単に ICT 製品を持っている・使う

というレベルから、主体的に使いこなすというレベルまでの利活用促進も重要であり、

「限定的に使っている人の使い方の領域を広げる（『1』を『2』にする）」ための促進

も必要である。 
 
検討にあたってはまず実態調査を行うことにより、現実の高齢者像、すなわち高齢者

の日常生活、活動の様子、その中での ICT 機器との接点を把握し、具体的なユーザ像

として取りまとめる。その上で、収集された具体的な情報に立脚して、利活用を阻害

している要因、さらには利活用を拡大するための要件を見出していくこととした。 
ただし、本調査研究では、ICT 機器全般1を視野に入れているが、具体的な調査対象

としては、次に示す理由により携帯電話を取り上げて検討の糸口とした。 
・ 広く普及して身近な存在となっていること 
・ 若年層に比べて高齢者の利用率が低いこと 
・ 日常生活の多様な場面で利用可能な機器であること 
・ 高齢者の生活において今後の利活用促進が期待されること 
 
調査研究の成果としては、高齢者にとってのユーザビリティを向上させるために配慮

すべき要素を取りまとめ、高齢者の ICT 利活用を促進する今後のユーザビリティのあ

り方を提示する。そのためには画一的ではない多様な高齢者像を明確に描き、携帯電

話事業者やメーカ等における今後の ICT 機器・サービスの開発に資する情報整理を行

う。また、潜在的な利活用可能性をもつ利用者の意識に働きかけ、積極的な利活用を

促すための社会的・環境的な要素を示すこととした。 
 
以上をまとめて、図 3.1-3 に示す。 

                                                  
1 ICT 機器全般とは、情報通信・コミュニケーションに関わる製品であり、次のような機器が含

まれる：固定電話、携帯電話・PHS、携帯情報端末、パソコン、FAX、カーナビゲーションシ

ステム・ETC 車載器、地上波デジタルテレビ（地デジ）、情報家電など 



 

 9

調査研究の目的

高齢者の生活や活動とＩＣＴとの接点の把握

＜ポイント＞

○具体的な情報に基づく多様な高齢者像の設定

○携帯電話は１つの例とし、ＩＣＴ全体を視野

利活用を阻害している要因の把握

＜ポイント＞

○動機付けと使いやすさ（使いにくさ）の問題を区別

○必要がないと考える理由

○壁をどう乗り越えたか、乗り越えられない壁はなにか。

○乗り越えたら世界がどう広がるのか。

活用拡大のきっかけ、可能性とそのための要件整理

＜ポイント＞

○機器・インターフェースの使いやすさ（ユーザビリティ）
○「情報通信」の観点からアプローチ（「こんなことが

できる」「自分で簡単にできる」ということを知る。）

○「コミュニティ」の存在が大きな要素

○社会基盤としてのＩＣＴの可能性

検討の方針 調査研究の成果

ＩＣＴ利活用の阻害要因のみならず、促進の要件
（きっかけ、プロセス、世界の広がり等）を探る。

高齢者のＩＣＴ利活用を促進する
今後のユーザビリティのあり方を提示

高齢者のＩＣＴ利活用の促進→高齢者が使いやすいＩＣＴ利活用環境へ

まったく使っていない人に使ってもらう（０を１にする）

限定的に使っている人の使い方の領域を広げる（１を２にする）

→多様で活動的な高齢者像の明確化

→事業者・メーカー：機器・サービス提供の
在り方・示し方

→利用者：利活用の阻害要因（情報・心・
身体の壁）の排除

 
図 3.1-3 調査研究の目的と目指すべき方向性 

  
 
また、上記の成果を導くための調査を実施するため、調査の前提となる仮説の抽出・整

理を行った。その内容を図 3.1-4 に示す。 
 本調査研究では、高齢者がインターネットを利用しない理由として、「利用する必要がな

い」（31.8％）、「操作が難しい」（20.2％）（平成 17 年通信利用動向調査）が大きな割合を

占めていること、特に「利用する必要がない」という回答が「操作が難しい」を大きく上

回っていることに注目した。利用する必要性を感じること、すなわち利用に対する動機付

けについては、製品の操作性について重点を置いていたこれまでのユーザビリティの概念

のもとでは検討されていない部分である。そこで本調査研究では、従来のユーザビリティ

概念を見直し、利用しようとする動機付けの段階から実際に利用する際の総合的なユーザ

ビリティまでを幅広く捉える概念へと拡張すべく、高齢者の ICT 機器の利活用を阻害する

要因について、次のような仮説を設定した。 
利活用を阻害する要因としては、利用前における「使いたい」という動機づけに関する

ものと、実際に利用しはじめてから直面する使いやすさの不備に関するものに二分される。

前者については、機器やサービスの存在を知り自分の生活にとっての有益さを判断するた

めの情報を得られない「情報の壁」、必要がない、使えそうもないとあきらめてしまう「心

の壁」、高齢者に特徴的な身体的機能の低下等により利活用ができない「身体の壁」の存在

が想定される。後者については、主に使いやすさ、いわゆる操作性に関するユーザビリテ

ィの問題のほか、周囲のサポートの不足などが想定される。 
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 調査においては、上記の仮説を念頭に置き、さまざまな壁の存在やそれを解消するため

のきっかけ、利活用を拡げるための要件を明らかにすることを目的としたデータの収集・

分析を行うこととした。具体的にはアンケート調査、フィールド調査の２種類の調査を実

施し、アンケート調査では主に高齢者像の概要や ICT 機器利活用の動機、阻害要因の確認

を行い、フィールド調査では、少数の高齢者を対象として実際に生活の中で携帯電話を一

定期間利用することにより、具体的な利用場面における使いやすさや利活用促進のための

要件、使ったことによる生活の変化などの詳細かつ具体的な情報を収集することとした。 
 
 

 
 

図 3.1-4 高齢者の ICT 利活用に関する仮説と調査の計画 
 

 

１．【使う前】使う動機に関するもの

＜情報の壁＞

● 存在を知らない、知る機会がない

● どんなことが出来るのかわからない

● 入手方法、手段がわからない

＜心の壁＞

● 使えない・難しくて出来るはずがない・買え

ない

● 必要性がない（と考えている）

● 使いたくない、嫌い

⇔知らない・出来ないことにより恥をかきた

くない、プライド・ “食わず嫌い”の可能性

＜身体の壁＞

● 耳が遠い

● よく見えない

● 細かい操作ができない

２．【使う際】使いやすさに関するもの

＜機器の問題＞

● 機器の設計、インタフェースの問題

＜利用する側の条件＞

● リテラシー

● 経験

● 人的支援環境

身近にサポートしてくれる人がいるか

（家族、コミュニティ等があるか）

→自分にとって“身近なもの“となりうるか

利活用を阻害する要因 調査計画

１．使えるようになったきっかけ

● バリア（心の壁・情報の壁・身体の壁）を突破で

きた

● 明確な動機付けがあり、ICT利活用によってそ

れを満たすことが出来た

・安全・安心がほしい（安全･安心欲求)
・仲間が欲しい（所属欲求)
・仲間との付き合いを深めたい（所属欲求)
・自分表現、達成感、満足感など（自己実現

欲求)
●家族・友人･知人に薦められた（持たされた）

・持ってもらわないと困るという強い働きかけ

２．持っていても使わない理由

【使う動機の問題】

● 携帯電話番号を周囲に教えていない

（相手が広がらない)
● 必要がない（と考えている）

● （積極的に）持ちたくない≒嫌い

● 携帯電話独特のコミュニケーションの性質を

嫌う？

【使いやすさの問題】

● 字が小さい

● 操作しにくい

● メニューが分からない

・・・・・

【フィールド調査】

＜目的＞

● なぜ使えるようになったのかを掘り下げる

● 「利活用しない理由」の傾向は先行調査から把握

→実データにより検証

＜調査対象グループ＞

● PCのボランティアで構成されるグループ

● PC以外のボランティアで構成されるグループ

● 自治会メンバーで構成されるグループ

＜取得できるデータ＞

● 動機付け：具体的な理由。各種欲求との関係

使いやすさの要件：

使ったことによる生活の変化：

なにが出来るようになるのかの具体例

阻害要因の仮説の検証
利用のきっかけについての情報の収集

【アンケート調査】

＜目的＞

● 高齢者の生活像の概要把握

● ＩＣＴ利用阻害要因や動機に関する仮説の確認

＜対象＞

● ５５歳以上の高齢者８００名

● 家族による間接調査→回答者の分布の偏りに

留意

＜取得できるデータ＞

● 持たない理由⇔持つきっかけ

使わない理由⇔使うきっかけ、用途

（利用状況と世界の広がり）

● ライフスタイル（コミュニティ所属等）と動機、きっ

かけ、利用状況の関係

● ＩＣＴでできることに関する認知度 など

仮説
阻害要因に対する仮説
各調査で明らかにすべきこと




